
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
お
知
ら
せ

●
８
月
１
日
は
、年
に
一
度
の
被
保
険

者
証
の
更
新
日
で
す

更
新
に
と
も
な
い
、現
在
、後
期
高

齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
て
い
る
方
全

員
の
被
保
険
者
証
が
新
し
く
な
り
ま
す
。

新
し
い
被
保
険
者
証
は
、７
月
中
に
簡

易
書
留
郵
便
で
発
送
し
ま
す
。

●
８
月
１
日
か
ら
は
、今
お
持
ち
の
被

保
険
者
証
は
使
え
ま
せ
ん

平
成
29
年
８
月
１
日
以
降
は
、新
し

い
被
保
険
者
証
を
お
使
い
く
だ
さ
い
。

（
有
効
期
限
を
お
確
か
め
く
だ
さ
い
）

「
高
額
療
養
費
」と
は
？

１
か
月
の
医
療
費
の
負
担
が
高

額
と
な
り
、自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
場
合
、申
請
し
て
認
め
ら
れ
る

と
、自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
医

療
費
分
が
支
給
さ
れ
る
制
度
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保

険
者
の
方
に
、平
成
29
年
度
の
１

年
間
の
保
険
料
の
額
や
、お
支
払

い
の
方
法
に
つ
い
て
の
通
知
書
を

７
月
中
に
送
付
し
ま
す
。

保
険
料
の
計
算
の
も
と
に
な
る

の
は
？
支
払
い
方
法
は
？

平
成
29
年
度
の
保
険
料
は
、平

成
28
年
中
の
所
得
に
も
と
づ
い
て

計
算
し
ま
す
。

通
知
書
の「
特
別
徴
収
」の
欄
に

金
額
が
記
載
さ
れ
て
い
れ
ば
、そ

の
金
額
を
年
金
か
ら
直
接
お
支
払

い
い
た
だ
き
ま
す
。

「
普
通
徴
収
」の
欄
に
金
額
が
記

載
さ
れ
て
い
れ
ば
、納
付
書
か
口
座

振
替
で
お
支
払
い
い
た
だ
き
ま
す
。

平
成
29
年
８
月
診
療
分
か
ら
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
が
変
わ
り
ま
す

８
月
１
日
か
ら
有
効
の
新
し
い

被
保
険
者
証
を
お
送
り
し
ま
す

平
成
29
年
度
の
保
険
料
を

お
知
ら
せ
し
ま
す

▶︎
び
わ
色（
薄
オ
レ
ン
ジ
色
）に
な
り
ま
す

●
申
請
手
続
き
は
初
回
の
み
で
、そ
の
後
同
様
に
支
給
対

象
と
な
れ
ば
自
動
的
に
申
請
さ
れ
た
口
座
へ
振
り
込
ま

れ
ま
す
。

●
対
象
と
な
る
方
に
は
、申
請
勧
奨
案
内
を
送
付
し
ま
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、申
請
書
に
領
収
書
の
添

付
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

【平成29年7月まで】
割合 所得区分 外来（個人） 外来+入院（世帯単位）

3割 現役並み所得者 44,400円
80,100円
+1％※１

＜44,400円＞

1割
一般 12,000円 44,400円

住民税
非課税

区分Ⅱ
8,000円

24,600円
区分Ⅰ 15,000円

【平成29年8月から平成30年7月※２】
割合 所得区分 外来（個人） 外来+入院（世帯単位）

3割 現役並み所得者 57,600円
80,100円
+1％※１

＜44,400円＞

1割
一般

14,000円
「年間（８月〜翌７月）
14.4万円上限」

57,600円
＜44,400円＞

住民税
非課税

区分Ⅱ
8,000円

24,600円
区分Ⅰ 15,000円

＜　＞内は年4回以上利用する多数回該当時の4回目以降の負担額です。
※１ 医療費が267,000円を超えた場合は（医療費―267,000円）×1％

を加算します。
※２ 平成30年8月からも限度額が変更されます。詳細は、今後お知らせ

予定です。
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「
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」と
は

医
療
機
関
に「
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」（
以
下
、

「
限
度
額
認
定
証
」と
い
う
）を
提

示
す
る
と
、同
一
医
療
機
関
で
の

窓
口
負
担
が
、ひ
と
月
の
限
度
額

ま
で
と
さ
れ
た
り
、入
院
時
の
食

事
代
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

対
象
と
な
る
方

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保

険
者
の
方
で
、平
成
29
年
度
の
住
民

税
が
世
帯
全
員
非
課
税
の
方
。

手
続
き
方
法

①
昨
年
か
ら
の
引
き
続
き
対
象
の
方

新
し
い
被
保
険
者
証
に
同
封
し

て
郵
送
い
た
し
ま
す（
申
請
手
続

き
は
不
要
で
す
）

②
対
象
と
な
る
方
で
限
度
額
認
定

証
を
お
持
ち
で
な
い
方

被
保
険
者
証
と
印
鑑（
朱
肉
を
必

要
と
す
る
も
の
）を
ご
持
参
の
う
え
、

住
民
課
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

高
齢
者
を
狙
っ
た
還
付
金
等
詐

欺
が
、全
国
各
地
で
多
数
発
生
し

て
い
ま
す
。

滋
賀
県
内
に
お
い
て
も
、後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者

宅
に
医
療
費
や
保
険
料
の
還
付

金
等
に
関
す
る
不
審
な
電
話
が

あ
っ
た
と
の
報
告
が
、複
数
寄
せ

ら
れ
て
い
ま
す
。

手
口
は
い
ず
れ
も
、厚
生
労
働

省
、県
、市
町
や
広
域
連
合
な
ど

の
職
員
を
装
い
、電
話
を
か
け
た

り
訪
問
し
た
り
し
て
金
銭
や
被

保
険
者
証
を
だ
ま
し
取
る
な
ど

と
い
う
も
の
で
す
。

市
町
や
広
域
連
合
な
ど
の
公
的

機
関
が
、金
融
機
関
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ
カ
ー
ド
を
渡
す
よ
う
求
め

た
り
、Ａ
Ｔ
Ｍ（
現
金
自
動
払
出

機
）を
操
作
す
る
よ
う
指
示
す

る
こ
と
は
絶
対
あ
り
ま
せ
ん
！

「
お
か
し
い
な
」と
思
わ
れ
る
場

合
は
、ひ
と
り
で
判
断
せ
ず
家
族

や
友
人
に
相
談
し
た
り
、警
察
、

役
場
住
民
課
ま
た
は
滋
賀
県
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

問い合わせ先 ◆ 住民課 保険年金担当 ☎0748-52-6571
 滋賀県後期高齢者医療広域連合 ☎077-522-3013 HP:http://www.shigakouiki.jp/

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証
」を
更
新
し
ま
す

  

公
的
機
関
の
職
員
を
装
っ
た

不
審
者･

不
審
電
話
に
ご
注
意
を
！

注意！

国
民
年
金
か
ら
の
お
知
ら
せ

国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
が
困
難
な
場
合
は
ご
相
談
く
だ
さ
い
！

請
時
に
翌
年
度
以
降
も
引
き
続
き
全
額

免
除
ま
た
は
若
年
者
納
付
猶
予
を
希
望

さ
れ
た
方
は
、申
請
手
続
き
が
不
要
で
す
。

（
退
職
や
被
災
等
の
特
別
な
事
情
で
承

認
さ
れ
た
場
合
や
世
帯
構
成
等
に
変
更

が
あ
っ
た
場
合
に
は
、改
め
て
申
請
手
続

き
が
必
要
で
す
。）

③
学
生
納
付
特
例
制
度

学
生
の
方
で
、本
人
の
前
年
所
得
が
一

定
基
準
以
下
の
場
合
、申
請
し
て
承
認
さ

れ
る
と
保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま

す
。承
認
期
間
は
、原
則
と
し
て
４
月
か

ら
翌
年
３
月
ま
で
で
す
。

※
各
種
申
請
の
手
続
き
は
申
請
月
の
２　

年
１
か
月
前
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
申
請
で

き
ま
す
。

※
手
続
き
に
は
、年
金
手
帳・印
鑑（
朱
肉
を

必
要
と
す
る
も
の
）を
ご
持
参
く
だ
さ
い
。な

お
、会
社
等
を
退
職
さ
れ
た
方
は
、雇
用
保
険

被
保
険
者
離
職
票
ま
た
は
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
を
、学
生
納
付
特
例
を
申
請
さ
れ
る

方
は
学
生
証
を
併
せ
て
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

◆
問
い
合
わ
せ
先

草
津
年
金
事
務
所 

国
民
年
金
課

☎
０
７
７-

５
６
７-

２
２
２
０

住
民
課 

保
険
年
金
担
当

☎
０
７
４
８-

５
２-

６
５
７
１

国
民
年
金
に
は
、経
済
的
な
理
由
で
保

険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
、

申
請
に
よ
り
保
険
料
の
納
付
が
免
除
ま

た
は
猶
予
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

①
保
険
料
申
請
免
除
制
度

本
人・配
偶
者・世
帯
主
の
前
年
所
得
が

一
定
基
準
以
下
の
場
合
、申
請
し
て
承
認

さ
れ
る
と
保
険
料
の
全
額
ま
た
は
一
部
が

免
除
さ
れ
ま
す
。承
認
期
間
は
、原
則
と

し
て
７
月
か
ら
翌
年
６
月
ま
で
で
す
。

※
保
険
料
の
一
部
が
免
除(

４
分
の
１
免
除
、

半
額
免
除
、４
分
の
３
免
除
）に
な
る
方
は
、免

除
に
該
当
し
な
か
っ
た
部
分
の
保
険
料
を
納
付

し
な
け
れ
ば
未
納
と
同
じ
扱
い
に
な
り
ま
す
。

②
納
付
猶
予
制
度

50
歳
未
満
の
方
で
、本
人
・
配
偶
者
の

前
年
所
得
が
一
定
基
準
以
下
の
場
合
、申

請
し
て
承
認
さ
れ
る
と
保
険
料
の
納
付

が
猶
予
さ
れ
ま
す
。承
認
期
間
は
、原
則

と
し
て
７
月
か
ら
翌
年
６
月
ま
で
で
す
。

※
平
成
28
年
７
月
よ
り
制
度
が
改
正
さ
れ

対
象
者
が
50
歳
未
満
に
広
が
り
ま
し
た
。平

成
28
年
６
月
以
前
の
申
請
は
、30
歳
未
満
が

対
象
と
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

ま
た
、平
成
28
年
度
に
保
険
料
の
全
額

免
除
ま
た
は
納
付
猶
予
さ
れ
た
方
で
、申
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高額療養費は、医療機関で支払った一部負担金が高
額になった場合に、自己負担限度額を超えた金額を国
保で負担する制度です。平成２９年８月から、７０歳以上
の方が同じ月内に医療機関等で支払う自己負担限度
額が次のとおり変わります。

平
成

２９
年
８
月
か
ら

所得区分
自己負担限度額

外来[個人単位] 外来+入院[世帯単位]
年3回目まで 年4回目以降※4

現役並み所得者※1 57,600円 80,100円+
（総医療費−267,000円）×1% 44,400円

一般 14,000円
年間144,000円上限 57,600円

住民税
非課税

Ⅱ※2 8,000円 24,600円 ─
Ⅰ※3 15,000円 ─

所得 自己負担限度額
3回目まで 4回目以降※2

901万円超 252,600円+（総医療費−842,000円）×1% 140,100円
600万円超〜901万円以下 167,400円+（総医療費−558,000円）×1% 93,000円
210万円超〜600万円以下 80,100円+（総医療費−267,000円）×1% 44,400円210万円以下 57,600円
住民税非課税※1 35,400円 24,600円

※１ 同一世帯一定所得（１４５万円）以上の７０歳以上の国民健康保険加入者がいる世帯。
※２ 同一世帯の世帯主およびすべての国保被保険者が住民税非課税の方。
※３ 同一世帯の世帯主およびすべての国保被保険者が住民税非課税で、所得が一定基準に満たない方。
※４ 過去１２か月のあいだに同じ世帯で４回以上高額療養費の支給を受けたときの自己負担上限額。

※１ 同一世帯の世帯主およびすべての国民健康保険被保険者が住民税非課税の方。
※２ 過去１２か月のあいだに同じ世帯で４回以上高額療養費の支給を受けたときの自己負担上限額。

７０歳未満の方の自己負担限度額は変わりません

同じ世帯で合算して限度額を超えたとき

問い合わせ先 ◆ 住民課 保険年金担当 ☎0748-52-6571

｜  み ん な で 支 え 合う 国 民 健 康 保 険  ｜
平成２９年８月診療分から

７０歳以上の方の高額療養費が変わります！

平
成
２９
年
７
月
ま
で

所得区分
自己負担限度額

外来[個人単位] 外来+入院[世帯単位]
年3回目まで 年4回目以降※4

現役並み所得者※1 44,400円 80,100円+
（総医療費−267,000円）×1% 44,400円

一般 12,000円 44,400円 ─
住民税
非課税

Ⅱ※2 8,000円 24,600円 ─
Ⅰ※3 15,000円 ─

１つの世帯で同じ月内に２１，０００円以上の一部負
担金を医療機関等の窓口で２回以上支払い、その
合計額が自己負担限度額を超えた場合は、その超
えた分を支給します。家族の分だけでなく、同じ人
が別の医療機関で支払った場合も合算できます。

手術や入院等により、事前に１月あたりの医療費
が高額になることが分かっている場合は、あらかじめ
自己負担限度額認定証の交付をうけることにより、１
医療機関ごとの支払いを自己負担限度額にとどめる
ことができます。

月の1日から月末までの診療に対して支払った自己負担額
が、下表の限度額を超えた場合、国保の窓口へ申請すること
により、超えた分をあとから申請します。なお、住民税非課税
Ⅰ・Ⅱに該当する方は、あらかじめ国保の窓口に申請して「限度
額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてください。
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